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事業計画の変更内容

2023年9月29日
北海道電力ネットワーク株式会社
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（白紙）
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➢ 2023年度の電源Ⅰおよび電源Ⅰ’、 2023年度および2026年度のブラックスタートの落札結果を反映
しました。

➢ 2025年度以降の容量市場における、容量拠出金の負担割合の変更を反映しました。

1.調整力量の見通し
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変更前

1.調整力量の見通し
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➢ 期中調整額を今回の事業収入見通しに反映しました。

2.事業収入全体見通しの概要（現在の料金原価との比較）
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変更前

2.事業収入全体見通しの概要（現在の料金原価との比較）
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➢ 制御不能費用※1と事後検証費用※2の期中調整額を今回の事業収入見通しに反映しました。

※1 インバランス収支過不足、追加供給kWh公募費用、最終保障供給取引に係る損益、ブラックスタート電源確保費用、容量拠出金
※2 電源Ⅰ・Ⅰ’公募費用

3.事業収入全体見通しの概要（過去実績との比較）
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変更前

3.事業収入全体見通しの概要（過去実績との比較）
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➢ 制御不能費用と事後検証費用の期中調整額を今回の事業収入見通しに反映しました。

4.事業収入全体見通しの概要（過去実績との比較）
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変更前

4.事業収入全体見通しの概要（過去実績との比較）
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➢ 制御不能費用と事後検証費用の期中調整額を事業収入の年度別推移に反映しました。

5.事業収入の年度別推移
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変更前

5.事業収入の年度別推移
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➢ 期中調整額を「収入差」の収入の見通しに反映しました。
➢ 1キロワット時あたり平均単価については、今後、2024年度からの発電側課金制度の導入に伴う託送料

金体系の見直しがあるため、別途お知らせいたします。

6.【参考】料金単価
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変更前

6.【参考】料金単価
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➢ 調整力費用関連（最終保障供給取引に係る損益・容量拠出金・ブラックスタート電源確保費用）とインバランス
収支過不足（インバランス収支過不足・追加供給kWh公募費用）の期中調整額を反映しました。

7.制御不能費用
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変更前

7.制御不能費用
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➢ 調整力費用（電源Ⅰ・Ⅰ’公募費用）の期中調整額を反映しました。

8.事後検証費用
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変更前

8.事後検証費用
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➢ 2023年度の電源Ⅰおよび電源Ⅰ‘、 2023年度および2026年度のブラックスタートの落札結果を反映
しました。

➢ 2025年度以降の容量市場拠出金相当分に約定結果等を反映しました。

9.【参考】調整力費用の内訳
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変更前

9.【参考】調整力費用の内訳
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➢ 今回の期中調整項目は全て需給関係費に該当することから、需給関係費を更新しました。

10.【参考】収入見通しの費用項目別内訳
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変更前

10.【参考】収入見通しの費用項目別内訳



22【事業計画(概要版):P20】 現在の託送料金収入との比較

➢ 制御不能費用※1と事後検証費用※2の期中調整額を今回の事業収入見通しに反映しました。

※1 インバランス収支過不足、追加供給kWh公募費用、最終保障供給取引に係る損益、ブラックスタート電源確保費用、容量拠出金
※2 電源Ⅰ・Ⅰ’公募費用
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変更前

【事業計画(概要版):P20】 現在の託送料金収入との比較
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【参考】 期中調整項目について



251.インバランス収支過不足

○ インバランス収支過不足とは、発電事業者や小売事業者の計画値に対して乖離が発生した際の、
インバランス料金（不足供給料金・余剰買取料金）と調整力料金（発電量増加による費用・
発電量抑制による収益）を合計したものの差額のことです。

○ 2022年度のインバランス収支は99億円の損失となりました。現行計画に反映済みの2016～
2021年度の累計損失額 15億円と合計した 114億円をインバランス収支過不足として申請いた
します。

2022年度インバランス収支のイメージ 今回申請額

下げ調整

インバランス補給

インバランス買取

(調整用電源)

当社

調整力提供者

小売事業者

発電事業者

上げ調整

276億円200億円

531億円346億円

＋76億円

▲185億円

不足インバランス発生余剰インバランス発生 収支過不足
▲99億円

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

15 114 ＋99

（単位：億円・5か年合計）

※インバランス収支過不足▲99億円には、インバランス債権に係る貸倒損益（＋10億円）を含む。



262.追加供給kWh公募費用

○ 追加供給kWh公募費用とは、2022年度夏季および冬季の高需要期において、需給対策として
必要となった追加的な供給用電力量(kWh)を確保するために、公募調達を実施した際の調達コ
ストのことです。

○ 2022年度に実施した追加供給kWh公募に伴う調達費用は 29億円となりました。現行計画に未
反映であり、新たな調整項目として申請いたします。

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

kWh公募のイメージ

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

－ 29 ＋29

項 目
2022年度

夏季 冬季 計

募集量※ 10 20 -

落札量※ 9.3 18.6 -

当社負担 4 25 29

（単位：億kWh、億円）

電源リスク
(不確実性)

供給予備率
の状況

燃料調達
リスク

6％

1.5％

1.9％

全国的な供給力対策が必要

公募調達で各社負担

※沖縄を除く9エリアを対象に実施



273.最終保障供給取引に係る損益

○ 最終保障供給とは、いずれの小売事業者とも契約が成立しなかった高圧以上のお客さまに対して、
一般送配電事業者が一時的に電気の供給を担う制度のことです。

○ 国の審議会で、最終保障供給が急増した2022年3月～2023年3月までの損益は託送料金に
反映するとの整理が行われており、現行計画では、申請までに実績の採録ができた2022年9月ま
での累計収支（赤字）に基づき、＋4億円を申請し承認されました。

○ 申請後、2022年10月～2023年3月までの累計収支は26億円の利益となりました。26億円の
利益を還元する（申請額からマイナスする）ため、現行計画に反映済みの＋4億円と合計した
▲22億円を最終保障供給取引に係る損益として申請いたします。

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

最終保障供給のイメージ

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

4 ▲22 ▲26

項 目
2022年
3月～9月計

2022年10月
～23年3月計

累 計

現 行

供給収益 a 24 － 24

供給費用 b 28 － 28

収支 a-b ▲4 － ▲4

今回申請

供給収益 a 24 118 142

供給費用 b 28 92 120

収支 a-b ▲4 26 22

(単位：億円)

小売電気事業者A

お客さま

小売供給契約

お客さま

一般送配電事業者

最終保障
供給契約

＜通常の電気供給契約＞

＜最終保障供給の契約＞

契約不成立

小売電気事業者

・
・
・
・

小売電気事業者B



284.容量拠出金（稀頻度リスク対応分）

○ 容量拠出金とは、容量市場において国全体で必要な供給力（発電量）を確保するために、小
売事業者や一般送配電事業者が負担する費用のことです。

○ 2025年度以降の稀頻度リスク（厳気象時に生じる電源脱落等のリスク相当分[H3需要の1%]）
については、小売電気事業者にとって予見性がなく、リスク低減方策もないことから、小売負担から
託送負担に見直されました。

○ 費用負担区分見直しに伴う再算定の結果、稀頻度リスク対応分の容量拠出金は 12億円となり
ました。現行計画に未反映であり、新たな調整項目として申請いたします。

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

費用負担区分の見直しイメージ

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

－ 12 ＋12

項 目 2024 2025 2026 2027 合 計

想定単価 円/kW 14,137 5,242 8,749 9,399

H3需要 MW 4,980 4,980 4,980 4,980

稀頻度ﾘｽｸ分 ％ - +1％ +1％ +1％

増加影響 億円 - +3 +4 +5 +12



295.電源Ⅰ・Ⅰ’公募費用

○ 電源Ⅰ・Ⅰ’とは、一般送配電事業者がエリアの周波数制御や需給バランスの調整に用いるために
確保する調整力のことで、2023年度までは公募により調達しています。

○ 2023年度分（2022年12月の調整力公募）の落札結果が確定したことに伴う再算定の結果、
電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用として 124億円を申請いたします（現行計画差＋10億円）。

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

調整力公募のイメージ(～2023年度)

調整力提供者

一般送配電事業者

調整力公募

応
募

電源A
(旧一般電
気事業者)

電源B
(新電力)

電源C
(その他)

※2024年度以降は需給調整市場から調達

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

114 124 ＋10

項 目
2023年度

現行 A 今回申請 B 増減 B-A

電源Ⅰ

調達量 MW 349 362 ＋13

調達単価 円/kW ※1 29,606 33,432 +3,826

見積費用 億円 104 122 +18

電源Ⅰ‘

調達量 MW 150 104 ▲46

調達単価 円/kW ※2 6,692 2,059 ▲4,633

見積費用 億円 10 2 ▲8

合 計 114 124 +10

※1 2018～21年度実績単価、2022公募結果に基づく単価の平均

※2 2020～21年度実績単価、2022公募結果に基づく単価の平均



306.ブラックスタート電源確保費用

○ ブラックスタートとは、ブラックアウト（大規模停電）の状態から、外部電源より発電された電気を受
電することなく、停電解消のための発電を行うことです。2023年度分までは調整力公募、2024年
度以降分はブラックスタート機能公募で調達（電源を確保）します。

○ 2023年度分の契約締結、および2026年度分の公募結果が確定したことに伴う再算定の結果、
ブラックスタート電源確保費用として 0.75億円を申請いたします（現行計画差+0.02億円）。

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

ブラックスタート(BS)電源の募集イメージ

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

0.73 0.75 ＋0.02

現行 A 今回申請 B 増減 B-A

2023年度分
見積額 0.49 －

＋0.04
契約金額 － 0.53

2026年度分
見積額 0.24 ー

▲0.02
公募結果 ー 0.22

合 計 0.73 0.75 +0.02

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

2026年度向け 2027年度向け 2028年度向け 2029年度向け
BS機能公募
(4年後向け)

2023年度向け

2022年度
BS機能使用

2023年度
BS機能使用

2024年度
BS機能使用

2025年度
BS機能使用

調整力公募
(翌年度向け)

BS機能使用
2026年度
BS機能使用

【凡例】



317.容量拠出金（2026年度約定分）

○ 容量拠出金のうち2026年度約定分について、現行の見積りは2026年度の容量市場オークショ
ンの約定結果公表前であったことから、2024年度と2025年度の指標価格（NetCONE※

2024年度：9,425円/kW、2025年度：9,372円/kW）の平均値で算定した33億円で申
請し承認されました。

○ 今回、2023年1月にメインオークション約定結果が公表されたことに伴う再算定の結果、2026年
度の容量拠出金として 31億円を申請いたします（現行計画差▲2億円）。

※新規電源の建設および維持・運営のためのコストから容量市場以外の収益を差し引いたもの

今回申請額

（単位：億円・5か年合計）

容量拠出金のイメージ

現 行
A

今回申請
B

期中調整額
B-A

33 31 ▲2



32（参考）2022年度収支への影響

○ 当社の2022年度の経常損益は▲33億円となりました。

○ 今回、期中調整を申請した項目のうち、「最終保障供給取引に係る損益」は、収支面でプラス
（＋26億円）に寄与しましたが、「インバランス収支過不足（▲99億円）」、「追加供給kWh公
募費用（▲29億円）」については、収支面で大きなマイナス要因となりました。

金額

① インバランス収支過不足 ▲99

② 追加供給kWh公募費用 ▲29

③ 最終保障供給取引に係る損益 ＋26

合計 ▲102

（単位：億円）

金額

経常収益 3,498

経常費用 3,531

経常損益 ▲33

（単位：億円）

2022年度収支に影響

2022年度収支 期中調整項目


